
 １

平成 14 年 12 月期 決算短信(連結) 平成１５年２月２７日 

上 場 会 社 名 近畿日本ツーリスト株式会社 上場取引所 東 大 

コード番号  9726  本社所在都道府県 
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代 表 者 役職名  代表取締役社長 氏名 髙橋 秀夫 

問合せ先責任者 役職名  業務推進部部長(経理グループ) 氏名 遠藤 昭夫   ＴＥＬ (０３)３２５５－６９５１ 

決算取締役会開催日    平成１５年２月２７日 

米国会計基準採用の有無         無 

 
１．１４年１２月期の連結業績（平成１４年１月１日～平成１４年１２月３１日） 
(１) 連結経営成績 (注)記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 営 業 収 益 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％    百万円 ％   百万円 ％ 

１４年１２月期 114,946 △3.6 3,496 ― 3,598 ― 

１３年１２月期 119,221 △3.7 43 △99.1 △534 ― 

 

  当期純利益 
１ 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜在株式調整後 

１ 株 当 た り 

当 期 純 利 益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経 常 利 益 率 

営 業 収 益 
経 常 利 益 率 

 百万円 ％ 円  銭 円  銭 ％ ％  ％ 

１４年１２月期 2,452   4.8 30.18 ― 23.9   2.3   3.1 

１３年１２月期 2,339 112.0 28.78 ― 33.2 △0.3 △0.4 

(注) ①持分法投資損益 １４年１２月期 １７３百万円 １３年１２月期  ９４百万円 

 ②期中平均株式数(連結) １４年１２月期 ８１,２４９,９８４株 １３年１２月期 ８１,２８０,３２８株 

 ③会計処理方法の変更        有 

 ④営業収益、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(２) 連結財政状態 

 総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

     百万円     百万円 ％  円  銭 

１４年１２月期 165,535  12,903 7.7   158.93 

１３年１２月期 151,958 7,642 5.0 94.03 

(注) 期末発行済株式数(連結) １４年１２月期 ８１,１８９,９９１株 １３年１２月期 ８１,２７４,９８７株 
 
(３) 連結キャッシュ・フローの状況 

 営 業 活 動による 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動による 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動による 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

     百万円     百万円     百万円     百万円 

１４年１２月期  17,120 △4,312 227 52,613 

１３年１２月期 2,691    △503 △6,959 39,375 

 

(４) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数  37 社   持分法適用非連結子会社数  0 社   持分法適用関連会社数   9 社 
 

(５) 連結の範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結(新規)   0 社   (除外)   3 社   持分法(新規)   0 社   (除外)   1 社 
 
２．１５年１２月期の連結業績予想(１５年１月１日～平成１５年１２月３１日) 

 営 業 収 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益 

  百万円 百万円 百万円 

中間期      52,000 △2,200 △2,700 

通 期 117,000 4,000 2,000 

(参考)1 株当たり予想当期純利益(通期)  ２４円６３銭 

※上記の予想の前提条件その他の関連する事項については添付資料の５ページを参照してください。 
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〔添付資料〕 

1．企業集団の状況 

 

当社の企業集団は、当社、子会社３７社、関連会社９社及びその他の関係会社１社で構成され、その営んでいる主要な事業内容は、

次のとおりであります。なお、旅行部門とその他の部門には、株式会社ツーリストサービス及び株式会社近畿日本ツーリスト沖縄が重複し

ております。 

 

(旅行部門) 

提出会社、子会社の株式会社ツーリストサービスを中心として国内・海外の団体旅行ならびに、国内主催旅行「メイト」、海外主催旅行

「ホリデイ」ブランドの旅行商品及び会員募集型商品等の企画販売を行っております。また、個人・グループに対しＪＲ券、国内・海外航空

券、宿泊券等の販売を行っております。海外では子会社のＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （Ｕ．Ｓ．Ａ．），ＩＮＣ．、ＫＩ

ＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＯＣＥＡＮＩＡ）ＰＴＹ.ＬＴＤ.、ＫＩＮＴＥＴＳＵ ＩＮＴＥＲＮＡＴＩＯＮＡＬ ＥＸＰＲＥＳＳ （ＥＵ

ＲＯＰＥ）Ｂ．Ｖ．等が主に提出会社及び国内会社が取り扱う海外の団体旅行及び海外企画商品の旅行者に対して到着地での各種サービ

スの提供を行うとともに、海外において航空券や旅行商品の販売等を行っております。 

子会社１８社及び関連会社４社が含まれており、子会社１８社を連結、関連会社４社に持分法を適用しております。 

 

(ホテル部門) 

株式会社ホテルサンフラワー札幌、株式会社箱根高原ホテル、ＳＡＩＰＡＮ ＨＯＴＥＬ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ等が国内外でホテル事業を

行っております。国内・海外において宿泊、料飲、宴会、婚礼等の各種サービスを提供するとともに、ホテル建物のリースも行っておりま

す。 

子会社５社及び関連会社２社が含まれており、子会社５社を連結、関連会社２社に持分法を適用しております。 

 

(損害保険部門) 

Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ, ＩＮＣ.、ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＣＯ.,ＬＴＤ.等が海外で損害保険の再保険引受事業を行

っております。 

子会社３社すべてを連結しております。 

 

(その他の部門) 

タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業の事業を行っております。情報処理サービス・人材

派遣及び旅行関連サービスは、提出会社及び当企業集団内の子会社・関連会社も顧客としております。 

子会社１３社及び関連会社３社が含まれており、子会社１３社を連結、関連会社３社に持分法を適用しております。 
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事業系統図を示すと、次のとおりとなります。 

顧           客 

 
                                                          
                                     旅行関連の総合的 

                                         サービス提供 
 

 

その他の関係会社 

  近畿日本鉄道㈱ 

子会社 

※１㈱ツーリストサービス 

 

子会社 

※１㈱近畿日本ツーリスト沖縄 

関連会社 

※２㈱大阪簡保旅行友の会 

※２㈱関東簡保旅行会 

※２㈱ツーリスト 

※２近鉄観光㈱他 

子会社 

※１㈱イベントアンドコンベンションハウス 
※１ツーリストインターナショナル 

アシスタンスサービス㈱ 
※１㈱ツーリスト関西事務センター 

※１㈱ツーリスト中部事務センター 

※１㈱近畿日本ツーリスト 

東京事務センター 
※１㈱近畿日本ツーリスト情報システム 
※１㈱クラブツーリズム 

※１㈱ツーリストビジネスサポート 

※１㈱ツーリストサービス北海道 

※１㈱ツーリストエキスパーツ  

  

 
 
 
 
 
 
 
 
代行業務の 

提供 

 
 
 
 
 
 
 子会社 

※１㈱ケイアイイーワールド 

             統 括 

 

子会社 

※１㈱ホテルサンフラワー札幌 

※１北交大和タクシー㈱ 

※１㈱ホテルポポロ東京 

※１㈱箱根高原ホテル 

※１㈱奥日光高原ホテル 

※１SAIPAN HOTEL CORPORATION 

関連会社 

※２蔵王中央ロープウェイ㈱ 

※２沖縄観光開発㈱ 

※２㈱アール・イー・エム天王寺 

 
 

 

乗車券等旅

行関連商品

の相互提供 

 
 
 
 
旅行商品の

提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
顧客の送客 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
旅行傷害保

険申込 

 
 

 損害保険会社 

 

           再保険申込 

 

子会社 

※１Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ  

ＰＴＥ．ＬＴＤ． 

※１Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ,  

ＩＮＣ． 

※１ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ  

ＣＯ．，ＬＴＤ． 

 

子会社 

※１㈱ケイアイイーチャイナ 

※１㈱ホリデイツアーズミクロネシア 

※１㈱ユナイテッドツアーズ 

近 
畿 

日 

本 

ツ 

ー 

リ 

ス 

ト 

株 

式 

会 

社 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(CANADA)INC. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SINGAPORE)PTE.LTD. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(EUROPE)B.V. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(FRANCE)S.A.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(SPAIN)S.A. 

※１KINTETSU REISEBURO 

G.m.b.H. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(ITALIA)S.R.L. 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(OCEANIA)PTY.LTD. 

※１MICRONESIA HOLIDAY 

TOURS,INC. 

※１PACIFIC DEVELOPMENT INC. 

 

関連会社 

※２TK PACIFIC INC． 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

旅 行 商 品 の

提供 

 
 
 

 

土産物販売 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
海外旅行地上

手 配 の 役 務 

提供 

 

 

子会社 

※１KINTETSU INTERNATIONAL 

EXPRESS(U.S.A.),INC. 

※１ 連結子会社 

※２ 関連会社で持分法適用会社 
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２．経 営 方 針 

 

(１)経営の基本方針 

当社グループは、「旅行業を中核とした旅行関連事業を通して社会の繁栄に貢献する」という経営の基本理念のもと、ＣＲＭ（カスタ

マー・リレーションシップ・マネジメント）の実践によって、お客さまとの関係を深め、お客さまのニーズに合わせてプロデュースし、世界を

舞台に広がっていく新しいグローバル企業への変革を目指しております。 

現在の厳しい経営環境のもとで、ステークホルダーの期待に応えるべく企業価値の増大、すなわち利益が出る体質への転換を図る

ための構造改革に取り組むとともに、新会計基準に対応するためグループ内の事業領域の整理と経営力強化の施策を推進していると

ころであります。 

 

(２)利益配分に関する基本方針 

当社グループは、株主への利益還元を経営の最重要政策として位置付けておりますが、多額の欠損金を抱える現状においては遺

憾ながら無配を継続させていただきます。今後は構造改革を推進することにより、安定配当のできる健全な経営体質の確立に努めてま

いります。 

 

(３)中長期的な経営戦略 

     平成１５年を初年度とする３ｹ年の「中期経営計画」にもとづき、人材の育成、要員構造の改革、コンセプトを明確にした経営店舗 

網の整備と営業体制の拡充、情報インフラの整備、人事制度の改革と戦略を推進する風土への変革、グループ会社の事業領域の 

   見直しによる改革からなる構造改革を断行し、経営基盤の強化を図ります。 

①旅行部門 

旅行業においては、地域特性や市場特性の分析に基づく非効率部門の見直しと成長部門・市場への経営資源の投入を積極的

に進めてまいります。地域的には、提携販売を含む都市圏、地方中核都市における販売体制を強化いたします。個人旅行につい

ては、本年１月２４日付で認証取得したＩＳＯ９００１にもとづくお客さま満足度を高めるための旅行商品企画とサービスの品質向上な

らびに顧客特性に応じたコンセプトの明確な店舗展開による顧客中心の販売、クラブツーリズム等の会員顧客向け販売の拡大を図

ります。また、団体旅行についてはＥＣＣ（イベント・コンベンション・コングレス）営業を柱にした全国展開により、販売強化を目指しま

す。 

 

②ホテル部門 

ホテル業においては、自社の直接販売の強化及び当社グループからの傾斜販売の推進によるグループの組織力を活用した営

業力の強化、費用構造の見直し等の実施により、グループホテルの財務体質の改善を順次進めてまいります。 

 

③損害保険部門 

海外における再保険引受事業においては、保険料率の自由化、再保険マーケットの動向等に左右されますので、保険行政に注

意を払いながら経営を推し進めてまいります。 

 

④その他の部門 

その他事業についても事業領域を明確にすると同時に、グループの総合力を活かして各種事業の営業活動を支援するとともに、

各業種間での人材の適正配置を図ってまいりたいと考えております。 
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３．経営成績及び財政状態 

 

(１)当期の概況 

当期のわが国経済は、企業収益に改善の兆しが見られたものの、個人消費の横ばい状態が続き、完全失業率がこれまでの最高水

準となるなど、依然として厳しい状況のうちに推移しました。 

旅行業界におきましても、米国同時多発テロの影響により大幅に落ち込んだ海外旅行に回復の兆しは見られるものの、国内旅行が

減少し、依然極めて厳しい企業環境が続きました。 

このような状況下で、当社は、株式会社日本旅行との統合の計画を解消し、独自に経営基礎の強化に向けて全力を傾注することと

いたしました。 

営業面では、全社共有顧客データベース「ＦＡＣＥ」を構築し「ＣＲＭ（顧客との良好な関係づくり）」の推進を図ったほか、「２００２年 

FIFA ワールドカップ」「大徳寺芳春院特別公開」「東大寺のすべて」「世界最大の恐竜博」などのイベント関連旅行を取り扱い、国内旅

行を機軸として見直す「日本再発見」キャンペーンを実施いたしました。さらに、「ソルトレークオリンピック」関連旅行を取り扱ったほか、

「日中国交正常化３０周年記念事業実行委員会」を設置して中国旅行の積極的な販売拡大を行いました。インターネット販売につきま

しても、有力サイトと連携し取扱の拡大に努めるとともに、メイトの全国横断型オンライン販売の環境を整備いたしました。また、全国の

提携販売店にインターネット経由の新型端末「ｉ旅丸くん」を配備したほか、団体セールス支援システム［Ｋ－Ｎ＠ｖｉ］を全社に導入いた

しました。 

国内個人旅行では、航空会社の直販体制強化の影響等により北海道・沖縄などの基幹商品が苦戦したため、前年を下まわりました

が、クラブツーリズムは「日本再発見」キャンペーンの下に新商品の企画に努め好調に推移しました。国内団体旅行につきましては、一

般団体旅行は法人需要が依然厳しい状況のなかで前年を下まわりましたが、学生団体旅行は少子化が進むなかで取扱校数の拡大に

努め、前年とほぼ同額の実績となりました。海外個人旅行につきましては、ホリデイはアジア・オセアニア方面で好調な伸びを示しました

が、アメリカ・ハワイで前年を大きく割り込んだため微増にとどまりました。クラブツーリズムは中国・オセアニアなどの方面で好調な伸び

を示し、業績は順調に回復しました。海外団体旅行につきましては、学生団体旅行が増加したほかイベント取扱により、前年を上まわり

ました。 

関連事業につきましては、グループ経営の効率化を図るため、引き続き関連会社の整理を実施いたしました。 

この結果、当連結会計期間の業績は、営業収益１，１４９億４６百万円、営業利益３４億９６百万円、経常利益３５億９８百万円、当期純

利益２４億５２百万円となりました。 

 

(２)当期のキャッシュ・フローの状況 

当連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、未精算旅行券及び仕入債務の増加等に伴い１７１億２０百万円とな

りました。また、投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の預入れよる支出等で△４３億１２百万円となりました。財務活動によるキ

ャッシュ・フローは、長期預金の払戻による収入等で２億２７百万円となり、その結果、現金及び現金同等物の期末残高は５２６億１３百

万円となりました。 

 

(３)次期の見通し 

今後につきましては、わが国経済は、緩やかな回復が期待されるものの、引き続き厳しい状況が見込まれ、旅行業界におきましても、

航空会社、ＪＲ等の直販化、旅行単価の低下および不安定な国際情勢などの不安要因もあり厳しい状況が続くものと予想されます。 

このような環境のなか、当社は、平成１５年度を初年度とする「中期経営計画」を策定し、経営基盤の強化に向けて、地域特性や市場

特性の分析にもとづき経営資源配分の最適化を目指す「効率化戦略」とお客さま中心の経営による「成長戦略」を推進するために構造

改革を実行いたします。さらに、ＣＲＭの実践によりお客さま一人ひとりと顔の見える関係づくりを進め、１０００万世帯顧客の獲得を目標

とする「フォーカス１０ミリオン」を推進いたします。「クラブ１０００構想」にもとづき同じ目的や趣味をもったお客さま同士によるコミュニティ

づくりを推進することにより、スポーツイベント、文化イベント等の創造を図ります。また、企業・自治体・教育・宗教市場への取り組みも、

ソリューション営業を強化していくなかで、新しい団体需要を生み出すＥＣＣ（イベント・コンベンション・コングレス）を中核に展開してま

いります。 

平成１５年連結会計年度における当社グループの業績は、独創的かつ積極的な営業施策と徹底したローコスト経営を推進し、営業

収益１，１７０億円（対前年同期比１０２％）、経常利益４０億円（対前年同期比１１１％）、当期純利益２０億円（対前年同期比８２％）を見

込んでおります。 

 



 ６

４．連結財務諸表等 

(１)連結貸借対照表 

当連結会計年度 前連結会計年度 
科     目 

(平成１４年１２月３１日現在) (平成１３年１２月３１日現在) 

増  減  額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 ・ 預 金 

預 け 金 

受取手形及び顧客未収金 

未 収 手 数 料 

た な 卸 資 産 

団 体 前 払 金 

前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

為 替 予 約 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 

土 地 

建 設 仮 勘 定 

そ の 他 

無 形 固 定 資 産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

そ の 他 

投 資 そ の 他 の 資 産 

投 資 有 価 証 券 

長 期 貸 付 金 

差 入 保 証 金 

長 期 預 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

投 資 損 失 引 当 金 

 百万円 

１１１，９７３ 

４２，５６２ 

１３，０００ 

２４，８４６ 

１０，２４８ 

３１４ 

１７，３１３ 

１，３６３ 

５０８ 

  １２５ 

２，０１８ 

△３２８ 

５３，５６１ 

２７，０４４ 

１７，４１９ 

８，１３１ 

０ 

１，４９３ 

１，２５８ 

１，０００ 

２５７ 

２５，２５７ 

１３，５３９ 

１，３６６ 

９，２８２ 

     ― 

８１７ 

１，９１９ 

△１，６６６ 

   ― 

 百万円 

９９，７４８ 

３９，６７５ 

― 

２３，２１８ 

９，６３４ 

３３６ 

２１，０８６ 

１，３３２ 

９８ 

２，２６６ 

２，４７７ 

△３７７ 

５２，２１０ 

２７，８１５ 

１８，１８７ 

８，１２４ 

― 

１，５０３ 

１，３９２ 

１，１７３ 

２１９ 

２３，００１ 

７，５１８ 

１，３４２ 

９，６９７ 

２，４８０ 

９４ 

３，４２０ 

△１，５２１ 

△３０ 

 百万円 

１２，２２５ 

 ２，８８７ 

 １３，０００ 

 １，６２８ 

  ６１３ 

△２１ 

△３，７７３ 

   ３１ 

４１０ 

△２，１４０ 

  △４５８ 

  ４８ 

 １，３５１ 

  △７７０ 

  △７６７ 

    ６ 

０ 

△１０ 

 △１３４ 

 △１７３ 

 ３８ 

 ２，２５６ 

６，０２０ 

   ２３ 

 △４１４ 

△２，４８０ 

７２３ 

△１，５００ 

  △１４５ 

 ３０ 

資 産 合 計 １６５，５３５ １５１，９５８  １３，５７６ 

 



 ７

 

当連結会計年度 前連結会計年度 
科     目 

(平成１４年１２月３１日現在) (平成１３年１２月３１日現在) 
増 減 額 

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

短 期 借 入 金 

未 払 金 

未 払 法 人 税 等 

預 り 金 

未 精 算 旅 行 券 

団 体 前 受 金 

繰 延 税 金 負 債 

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

退 職 給 付 引 当 金 

繰 延 税 金 負 債 

そ の 他
 

 百万円 

１３９，１６２ 

５，２１７ 

２２，２２６ 

 ２，９２６ 

２７，７０１ 

４９，５０６ 

２８，２０９ 

５ 

  １２５ 

３，２４２ 

１２，７２３ 

６，３４７ 

５，０５７ 

１，１０４ 

２１３ 

 百万円 

１３３，２８１ 

６，７６４ 

１９，００５ 

９１９ 

２６，９１８ 

４４，４４８ 

２９，５９８ 

０ 

２，２７０ 

３，３５５ 

１０，６９６ 

６，６７２ 

３，４２４ 

４２９ 

１７０ 

 百万円 

  ５，８８１ 

△１，５４７ 

 ３，２２１ 

２，００７ 

   ７８３ 

 ５，０５７ 

△１，３８８ 

５ 

△２，１４４ 

 △１１３ 

 ２，０２７ 

 △３２４ 

１，６３２ 

６７５ 

 ４３ 

負 債 合 計 １５１，８８５ １４３，９７７   ７，９０８ 

(少数株主持分       ) 

少 数 株 主 持 分 ７４５ ３３８ ４０７ 

(資 本 の 部) 

資 本 金 

資 本 準 備 金 

欠 損 金 

その他有価証券評価差額金 

為 替 換 算 調 整 勘 定 

自 己 株 式 

子会社の所有する親会社株式 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

１８１ 

２，６７７ 

４４ 

△２０ 

△２，４７９ 

 

７，５７９ 

５，２８３ 

２，６２５ 

― 

△１１２ 

△２ 

△２，４７９ 

 

― 

― 

２，４４４ 

２，６７７ 

１５７ 

 △１８ 

― 

資 本 合 計 １２，９０３ ７，６４２ ５，２６１ 

負債、少数株主持分及び資本合計 １６５，５３５ １５１，９５８ １３，５７６ 

 

 



 ８

(２)連結損益計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

科     目 平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

平成１３年 １月 １日から 

平成１３年１２月３１日まで 

増 減 額 増 減 率 

 

営 業 収 益 

営 業 費 用 

 百万円 

１１４，９４６ 

１１１，４４９ 

 百万円 

１１９，２２１ 

１１９，１７７ 

 百万円 

△４，２７４ 

△７，７２７ 

 ％ 

△３．６ 

△６．５ 

営 業 利 益 

営 業 外 収 益 

営 業 外 費 用 

  ３，４９６ 

６８６ 

  ５８４ 

４３ 

６５１ 

１，２３０ 

３，４５３ 

３４ 

△６４５ 

― 

５．３ 

△５２．５ 

経 常 利 益 又 は 経 常 損 失 ( △ ) 

特 別 利 益 

固 定 資 産 売 却 益 

投 資 有 価 証 券 売 却 益 

    ３，５９８ 

  ４８７ 

 ０ 

４７１ 

△５３４ 

８，８９７ 

７０ 

２１５ 

４，１３３ 

△８，４１０ 

   △７０ 

２５６ 

― 

△９４．５ 

△９９．５ 

１１９．０ 

退 職 金 規 定 改 定 に 伴う 
過 去 勤 務 債 務 償 却 益 

 ― ７，３８７ △７，３８７ ― 

退 職 給 付 信 託 設 定 益 

そ の 他 

特 別 損 失 

固 定 資 産 売 却 損 

固 定 資 産 除 却 損 

関 係 会 社 整 理 損 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

投 資 有 価 証 券 売 却 損 

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 

投 資 損 失 引 当 金 繰 入 額 

そ の 他 

   ― 

 １４ 

  ５７１ 

 １ 

２１９ 

   ― 

  ２１４ 

 ４３ 

    ― 

  ― 

 ９２ 

９７１ 

２５２ 

４，１９６ 

２９ 

１６６ 

６５５ 

２，４５４ 

― 

５９０ 

３０ 

２６９ 

△９７１ 

△２３７ 

△３，６２４ 

△２７ 

 ５２ 

△６５５ 

△２，２３９ 

４３ 

△５９０ 

△３０ 

△１７７ 

― 

△９４．１ 

△８６．４ 

△９４．２ 

３１．６ 

― 

△９１．２ 

― 

― 

― 

△６５．８ 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 

過 年 度 法 人 税 等 

法 人 税 等 調 整 額 

３，５１４ 

３，１６１ 

１３４ 

   △２，２６１ 

４，１６６ 

１，３４７ 

１６０ 

３８６ 

△６５２ 

１，８１３ 

△２５ 

△２，６４７ 

△１５．７ 

１３４．６ 

△１５．６ 

― 
少 数 株 主 利 益 又 は 
少 数 株 主 損 失 ( △ ) ２６ △６６ ９３ ― 

当 期 純 利 益 ２，４５２ ２，３３９ １１３ ４．８ 

 



 ９

(３)連結剰余金計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

科       目 平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

平成１３年 １月 １日から 

平成１３年１２月３１日まで 

 

欠 損 金 期 首 残 高 

 

欠 損 金 増 加 高 

役 員 賞 与 

百万円 

２，６２５ 

 

 

０ 

百万円 

３，９２３ 

 

 

１ 

連 結 子 会 社 減 少 に よ る 
 欠 損 金 増 加 高 ７ ２１ 

持 分 法 適 用 除 外 に よ る  
 欠 損 金 増 加 高 ― １，０１８ 

計 

 

当 期 純 利 益 

 

欠 損 金 期 末 残 高 

 

８ 

 

２，４５２ 

 

１８１ 

１，０４１ 

 

２，３３９ 

 

２，６２５ 

 

 



 １０ 

(４)連結キャッシュ・フロー計算書 

当連結会計年度 前連結会計年度 

科           目 平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

平成１３年 １月 １日から 

平成１３年１２月３１日まで 

 
Ⅰ 
 

 
営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 
減 価 償 却 費 
固 定 資 産 売 却 益 及 び 除 却 損 
投 資 有 価 証 券 売 却 益 及 び 評 価 損 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 
退 職 給 付 信 託 設 定 益 
退 職 給 付 信 託 設 定 額 
貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 
支 払 利 息 
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 
そ の 他 特 別 損 益 
未 収 手 数 料 及 び 売 上 債 権 の 増 減 額 
未 精 算 旅 行 券 及 び 仕 入 債 務 の 増 減 額 
預 り 金 の 増 減 額 
団 体 前 受 金 の 減 少 額 
団 体 前 払 金 の 減 少 額 
そ の 他 

百万円 
 

３，５１４ 
１，８６９ 

２２０ 
△２１３ 

３，３９８ 
― 
― 

９６ 
△２２９ 

３２７ 
△１７３ 

７７ 
△２，１６８ 

８，１１８ 
７５３ 

△１，３９７ 
３，７９８ 

        ２９２ 

百万円 
 

４，１６６ 
２，１５５ 

１２４ 
２，２３８ 

    △６，１３６ 
 △９７１ 

 １，６００ 
８６７ 

△３３５ 
４７７ 

△９４ 
 ８４１ 

８，３７８ 
    △６，０６０ 

△４，２９２ 
△３，０９８ 

３，３５９ 
      １，２１９ 

 

小     計 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 
法 人 税 等 の 支 払 額 

      １８，２８５ 
１９０ 

△１９０ 
△１，１６４ 

４，４３８ 
３３５ 

△５５０ 
△１，５３２ 

 

 
Ⅱ 

 

営 業 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 の 払 戻 に よ る 収 入 
投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
投 資 有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 
連結の範囲変更を伴う子会社 株 式 売 却 等 による収入 
固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 
固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入 
短 期 貸 付 金 の 純 減 少 額 
長 期 貸 付 け に よ る 支 出 
長 期 貸 付 金 の 回 収 に よ る 収 入 
そ の 他 

１７，１２０ 

 
 

△２，９４８ 
２９９ 

△２，４２４ 
１，７１８ 

― 
△１，２４１ 

  ３０３ 
４５ 

△２４０ 
２６６ 

 △９０ 

２，６９１ 

 
 

△２９９ 
５５２ 

   △１０３ 
  ３７０ 

 ６２４ 
△１，３３４ 
   １００ 

５ 
△５２１ 

２４７ 
△１４４ 

 

 
Ⅲ 

 

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ･ フ ロ ー 

短 期 借 入 金 の 純 減 少 額 
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
自 己 株 式・子 会 社 の 所 有 す る 親 会 社 株 式 増 加 額 
長 期 預 金 払 戻 に よ る 収 入 

△４，３１２ 

 
 

△１，８９５ 
 １８ 

△３５６ 
△１８ 

２，４８０ 

      △５０３ 

 
 

△１，４４１ 
― 

△５，７２６ 
△１ 

２０９ 
 

 
Ⅳ 

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 

 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 に 係 る 換 算 差 額 

２２７ 

 
２６８ 

△６，９５９ 

 
△４７３ 

Ⅴ 
Ⅵ 
Ⅶ 
Ⅷ 

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 首 残 高 
連 結 範 囲 の 変 更 に 伴う現金及 び 現 金 同 等 物 の 減 少 額 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 期 末 残 高 

１３，３０４ 
３９，３７５ 

△６６ 
５２，６１３ 

△５，２４６ 
４４，６２１ 

― 
３９，３７５ 

    

 



 １１ 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 

１．連結の範囲に関する事項 

(１)子会社３７社すべてを連結しております。 

主要な連結子会社は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

(２)非連結子会社はありません。 

 

２．持分法の適用に関する事項 

(１)関連会社９社すべてに対する投資について持分法を適用しております。 

主要な持分法適用会社は、本添付書類の３ページ「事業系統図」に記載しておりますので記載を省略しております。 

(２)持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社はありません。 

 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 

(１)連結子会社の決算日は９月３０日であります。 

(２)連結財務諸表作成にあたっては同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。 

 

４．会計処理基準に関する事項 

(１)重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

a 子会社及び関連会社株式は総平均法による原価法により評価しております。 

ｂその他有価証券 

時価のあるもの………決算期末日の市場価格等に基づく時価法により評価しております。 

              なお、評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は総平均法により算定しております。 

時価のないもの………総平均法による原価法により評価しております。 

②たな卸資産 

先入先出法による原価法により評価しております。(ただし、出版物については個別法による原価法により評価しておりま 

す。) 

(２)重要な減価償却資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

主として提出会社及び国内連結子会社は、定率法を採用しております。なお、耐用年数及び残存価額については、主として

法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物(附属設備を除く)に

ついては、定額法を採用しております。また、在外連結子会社は、主に定額法を採用しております。 

②無形固定資産 

定額法を採用しております。なお、耐用年数については、主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。

ただし、自社利用のソフトウェアについては各社における利用可能期間に基づく定額法を採用しております。 

(３)重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権は貸倒実績率法、貸倒懸念債権及び破産更生債権等は財務内容評価法

によっております。 

②退職給付引当金 

主に従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当連結

会計年度末において発生していると認められる額を計上しております。なお、連結子会社においては、主として簡便法を適用し

ております。会計基準変更時差異については、提出会社及び株式会社ツーリストサービスは１５年による按分額で費用処理し、

その他の子会社は主として一括費用処理しております。数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５～１０年）による按分額を発生の翌連結会計年度より費用処理しております。ま

た、提出会社は、過去勤務債務について、発生年度の従業員の平均残存勤務期間以内の年数（１０年）による定額法により費用

処理しております。 

③投資損失引当金 

関係会社等への投資に対する損失に備えるため、その財政状態等を勘案して計上しております。 

 (４)重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方 

法に準じた会計処理によっております。 



 １２ 

(５)重要なヘッジ会計の方法 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用しております。 

ただし、為替予約等が付されている外貨建金銭債権債務等については、振当処理を採用しております。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引及び通貨オプション取引を行うこととしております。 

ヘッジ対象 

主に海外旅行費用(ホテル代等)の外貨建債務としております。 

③ヘッジ方針 

将来の為替レートの変動リスクをヘッジすることを目的として、実需の範囲内で行っております。 

④ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時及びその後も継続して、相場変動又はキャッシュ・ 

フロー変動を完全に相殺するものと見込まれるため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 

(６)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 

消費税等の会計処理方法 

主として税抜方式によっております。 

 

５．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能 

であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっており

ます。 
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会計方針の変更 

 

当連結会計年度から、提出会社は、退職給付における過去勤務債務の償却方法について、従来、発生時において一括償却する方法

を採用しておりましたが、発生年度の従業員平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により処理する方法に変更しまし

た。 

この変更は、退職給付債務の減額を伴う退職給付制度の変更により発生する負の過去勤務債務について、発生時一括利益計上を行

う方法は期間損益計算を著しく歪めるおそれがあるとともに、現在の経済情勢のもと割引率の引き下げや年金資産の運用環境の悪化に

より発生する数理計算上の差異について１０年で費用計上を行う一方で、退職給付水準の切り下げにより発生する過去勤務債務につい

て一括利益計上を行う方法は、健全な財政状態を阻害するおそれがあるため、期間損益計算の適正化及び財務体質の健全化の観点か

ら行ったものであります。 

この変更により、従来の方法によった場合と比べ、税金等調整前当期純利益は１３，５００百万円減少しております。 

なお、この会計方針の変更は、当連結会計年度末に行われたものであったため、当中間連結会計期間は従来の方法によっております。

なお、退職給付制度変更が連結会計年度末に行われたため、変更後の方法によった場合における当中間連結会計期間の損益に与える

影響はありません。 



 １４ 

 

追 加 情 報 

当連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１３年 １月 １日から 

平成１３年１２月３１日まで 

 

 

 

 

 

 

(金融商品会計) 

当連結会計年度からその他有価証券のうち時価のあるものの

評価の方法について金融商品に係る会計基準(「金融商品に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成１１年１

月２２日))を適用し、総平均法による原価法から決算期末日の市

場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法により処

理し、売却原価は総平均法により算定)に変更しております。この

変更に伴なう損益に与える影響はありません。なお、従来の方法

によった場合に比べ、投資有価証券が４，９８９百万円、繰延税金

負債が１，８６３百万円、少数株主持分が４４７万円多く計上され、

その他有価証券評価差額金２，６７７百万円が新たに計上されて

おります。 

(退職給付会計) 

当連結会計年度から退職給付に係る会計基準(「退職給付に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成１０年

６月１６日))を適用しております。この結果、従来の方法によった場

合と比較して、退職給付費用は３，０５０百万円増加し、経常損失

は３，０５０百万円増加し、税金等調整前当期純利益は３，１７８百

万円減少しております。また、退職給与引当金は退職給付引当金

に含めて表示しております。 

(金融商品会計) 

当連結会計年度から金融商品に係る会計基準(「金融商品に係

る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会 平成１１年

１月２２日))を適用しております。この結果、従来の方法によった場

合と比較して、経常損失は２９百万円増加しており税金等調整前

当期純利益は２，４７０百万円減少しております。なお、当連結会

計年度においては、その他有価証券のうち時価のあるものについ

て時価評価を行っておりません。また、平成１２年大蔵省令第９号

附則第３項によるその他有価証券に係る連結貸借対照表計上額

は、次のとおりです。 

 

連結貸借対照表計上額               ５，４５３百万円 

時   価                         ８，７４３百万円 

評価差額金相当額                   １，８３２百万円 

繰延税金負債相当額                  １，２７６百万円 

少数株主持分相当額                   １８１百万円 

また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、前

連結会計年度まで有価証券に計上していたものを投資有価証券

として表示しております。これにより、有価証券は３，９９２百万円減

少し、投資有価証券は３，９９２百万円増加しております。 

(外貨建取引等会計処理基準) 

当連結会計年度から改訂後の外貨建取引等会計処理基準(｢外

貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書｣(企業会計審

議会 平成１１年１０年２２日))を適用しております。これによる影響

はありません。また、前連結会計年度において「資産の部」に計上

していた為替換算調整勘定は、連結財務諸表規則の改正により

「資本の部」及び「少数株主持分」に含めて計上しております。 
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注 記 事 項 

 

（連結貸借対照表関係） 

当連結会計年度 

（平成１４年１２月３１日現在） 

前連結会計年度 

（平成１３年１２月３１日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額      １５，１１０百万円 

２．担保に供している資産 

預金           ２，６４０百万円 

投資有価証券     ４，７１０百万円 

土地              ４１百万円 

３．保証債務                        ４３０百万円 

４．自己株式の数                     ９３，８１３株 

１．有形固定資産の減価償却累計額      １４，５６２百万円 

２．担保に供している資産 

預金             ２１９百万円 

長期預金        ２，４８０百万円 

投資有価証券     １，６９８百万円 

土地              ４１百万円 

３．保証債務                             ５５０百万円 

４．自己株式の数                           ８，８１７株 

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

当連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１３年 １月 １日から 

平成１３年１２月３１日まで 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定                  ４２，５６２百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金      △２，９４８百万円 

預け金                         １３，０００百万円 

現金及び現金同等物                ５２，６１３百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

 

現金及び預金勘定                  ３９，６７５百万円 

預入期間が３ヶ月を越える定期預金        △２９９百万円 

現金及び現金同等物                ３９，３７５百万円 
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５．リ ー ス 取 引 

当連結会計年度 

平成１４年 １月 １日から 

平成１４年１２月３１日まで 

前連結会計年度 

平成１３年 １月 １日から 

平成１３年１２月３１日まで 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
有形固定資産・ 

建 物 ４９ ３０ １８ 

有形固定資産・ 

そ の 他
８，５１３ ５，２６４ ３，２４９ 

無形固定資産・ 

ソフトウエア  
３，６５７ ２，５６０ １，０９７ 

合計 １２，２２０ ７，８５４ ４，３６５ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内                     ２，０５３百万円 

１ 年 超                     ２，３１６百万円 

合 計                     ４，３６９百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 (１)支払リース料                    ３，００６百万円 

 (２)減価償却費相当額                ２，８３３百万円 

 (３)支払利息相当額                    １７０百万円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法に

よっております。 

 

５．利息相当額の算定方法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相

当額とし、各期への配分方法については､利息法によっておりま

す。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額 

 

 
取 得 価 額 

相 当 額 

減 価 償 却 

累 計 額 

相 当 額 

期 末 残 高 

相 当 額 

百万円 百万円 百万円 
有形固定資産・ 

建 物 ４９ ２４ ２４ 

有形固定資産・ 

そ の 他
１２，５３３ ６，７６１ ５，７７１ 

無形固定資産・ 

ソフトウエア  
５，７９５ ３，４９６ ２，２９８ 

合計 １８，３７８ １０，２８２ ８，０９５ 

 
２．未経過リース料期末残高相当額 

１ 年 以 内                      ３，３６６百万円 

１ 年 超                     ４，８１２百万円 

合 計                     ８，１７８百万円 

 
３．支払リース料､減価償却費相当額及び支払利息相当額 

 (１)支払リース料                    ３，０７７百万円 

 (２)減価償却費相当額                ２，８４９百万円 

 (３)支払利息相当額                    ２１４百万円 

 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左  

 

 

５．利息相当額の算定方法 

同左 
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６．有 価 証 券 

当連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 

 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当ありません。 
 

(２)その他有価証券で時価のあるもの 

 
取得原価 

連結貸借対照表 
計  上  額 

差   額 

 百万円 百万円 百万円 
株          式 
債          券 

４，０１０ 
２，３４７ 

 ８，９８４ 
２，３４５ 

４，９７４ 
△１ 

合          計 ６，３５８ １１，３３０ ４，９７２ 
 
(３)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種     類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
非上場株式(店頭売買株式を除く) 
関連会社株式 

百万円 
７７９ 

１，４２９ 
合     計 ２，２０８ 

 
 

前連結会計年度（平成１３年１月１日から平成１３年１２月３１日まで） 
 
(１)満期保有目的の債券で時価のあるもの 

該当ありません。 
 
(２)その他有価証券で時価のあるもの 

平成１２年大蔵省令第９号附則第３項に基づき記載を省略しております。 
 

(３)時価のない有価証券の主な内容及び連結貸借対照表計上額 

種     類 
連結貸借対照表 
計  上  額 

その他有価証券 
  非上場株式(店頭売買株式を除く) 
    関係会社株式 

百万円 
１，４１７ 
１，０４４ 

          合     計      ２，４６１ 

 

７．デリバティブ取引 

 

当連結会計年度及び前連結会計年度においてヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 



 １８ 

８．セグメント情報 

(１)事業の種類別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 

又は全社 
連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 

営業収益 

百万円 
 

１０１，８３８ 

百万円 
 

２，３１６ 

百万円 
 

３，５４１ 

百万円 
 

 ７，２４９ 

百万円 
 

１１４，９４６ 

百万円 
 

― 

  百万円 
 

１１４，９４６ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△１，９４６  ５０９ ― ７，９５９ ６，５２１ (６，５２１) ― 

計  ９９，８９１ ２，８２６ ３，５４１ １５，２０８ １２１，４６８ (６，５２１) １１４，９４６ 
営業費用  ９７，３６９ ３，００７ １，７６７ １４，６３３ １１６，７７７ (５，３２７) １１１，４４９ 

営業利益又は営業損失(△)   ２，５２２ △１８０ １，７７４ ５７５ ４，６９０ (１，１９３)   ３，４９６ 

２．資産、減価償却費 
及び資本的支出 
資産 １４８，５４５ ２２，７８４ ２，６１７ ７，６９６ １８１，６４４ （１６，１０９） １６５，５３５ 

減価償却費 ８６８ ８３９  ― １６１ １，８６８ ― １，８６９ 

資本的支出 ８７３ １１４ ― ２５４ １，２４１      ― １，２４１ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，３１９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(２，１５１百万円)の主なものは、親会社の本社管理部門に係る資産でありま

す。 

 

前連結会計年度（平成１３年１月１日から平成１３年１２月３１日まで） 
 

旅行業 ホテル業 損害保険業 その他事業 計 
消去 

又は全社 
連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 

営業収益 

百万円 
 

１０１，５１８ 

百万円 
 

３，９６３ 

百万円 
 

３，５８０ 

百万円 
 

１０，１５８ 

百万円 
 

１１９，２２１ 

百万円 
 

― 

  百万円 
 

１１９，２２１ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

３７８ ― ― ５，９９２ ６，３７１ (６，３７１) ― 

計 １０１，８９７ ３，９６３ ３，５８０ １６，１５１ １２５，５９２ (６，３７１) １１９，２２１ 
営業費用 １０１，８７１ ４，３２５ ２，７０８ １５，２９７ １２４，２０１ (５，０２４) １１９，１７７ 

営業利益又は営業損失(△)   ２６ △３６１ ８７２ ８５４ １，３９１ (１，３４７)   ４３ 

２．資産、減価償却費 
及び資本的支出 
資産 １２４，９４６ ２２，８９７ ２，２８７ ７，２３４ １５７，３６４ （５，４０６） １５１，９５８ 

減価償却費 ９５８ ９５４ ２ ２４０ ２，１５５ ― ２，１５５ 

資本的支出 ９１４ ２８１ ― ３３８ １，５３４ （２００） １，３３４ 

(注) １．事業区分は、事業の種類・性質の類似性等の観点から４つに区分しております。 

２．その他事業には、タクシー業、人材派遣業、物品販売業、情報処理サービス業、旅行関連サービス業が含まれております。 

３．前連結会計年度に「その他事業」に含めて表示していた「損害保険業」については、当該セグメントの営業利益又は営業損失の

絶対値が営業利益又は営業損失の生じているセグメントの営業利益又は営業損失の１０％以上となったため、区分掲記しており

ます。前連結会計年度の「損害保険業」の営業収益は２,０２４百万円、営業利益は６４９百万円、資産の金額は２，０５１百万円で

あります。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，３２２百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門に係る費用であります。 

５．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（２，１５９百万円）の主なものは、親会社の本社管理部門に係る資産であり

ます。 



 １９ 

(２)所在地別セグメント情報 

当連結会計年度（平成１４年１月１日から平成１４年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去 

又は全社 
連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 

営業収益 

百万円 
 

１０４，５１４ 

百万円 
 

１，５１３ 

百万円 
 

６，６９２ 

百万円 
 

２，２２６ 

百万円 
 

１１４，９４６ 

百万円 
 

― 

百万円 
 

１１４，９４６ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

△１２０ １８２ １７ ４９ １２８ (１２８) ― 

計 １０４，３９３ １，６９６ ６，７１０ ２，２７５ １１５，０７５ (１２８) １１４，９４６ 
営業費用 １０１，３３９ １，９９６ ４，９１９ ２，０００ １１０，２５６   １，１９３ １１１，４４９ 
営業利益又は営業損失(△)  ３，０５４ △３００ １，７９０ ２７５ ４，８１９ (１，３２２)  ３，４９６ 

２．資産 １５２，３８６ １０，７０５ ５，６５２ ２，７４３ １７１，４８８ (５，９５３) １６５，５３５ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ他 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，３１９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管

理部門等に係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(２，１５１百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理部門に係る

資産であります 

 

前連結会計年度（平成１３年１月１日から平成１３年１２月３１日まで） 

 
日本 

ミクロ 
ネシア 

北米 
その他 
の地域 

計 
消去 

又は全社 
連 結 

１．営業損益 
営業収益 
(１)外部顧客に対する 

営業収益 

百万円 
 

１０６，５６２ 

百万円 
 

２，５８６ 

百万円 
 

７，２１０ 

百万円 
 

２，８６２ 

百万円 
 

１１９，２２１ 

百万円 
 

― 

百万円 
 

１１９，２２１ 

(２)セグメント間の内部 
営業収益又は振替高 

１００ １２ １７ ４０ １７０ (１７０) ― 

計 １０６，６６２ ２，５９８ ７，２２８ ２，９０２ １１９，３９１ (１７０) １１９，２２１ 
営業費用 １０６，７０２ ２，４５９ ６，５４７ ２，３１６ １１８，０２５ １，１５１ １１９，１７７ 
営業利益又は営業損失(△) △３９ １３８ ６８１ ５８５ １，３６５ (１，３２２) ４３ 

２．資産 １３７，１６３ １１，１５１ ５，４１３ ２，８０９ １５６，５３８ (４，５８０) １５１，９５８ 

(注) １．国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２．本国以外の区分に属する主な国又は地域 

ミクロネシア ……グアム、サイパン 

北米 ……米国、カナダ、バミューダ 

その他の地域 ……オセアニア、ヨーロッパ、シンガポール、中国 

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用(１，３２２百万円)の主なものは、親会社本社の管理部門等に

係る費用であります。 

４．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産(２，１５９百万円)の主なものは、親会社本社の経理部門等管理部門に係る

資産であります。 

 

(３)海外営業収益 

当連結会計年度及び前連結会計年度における、海外営業収益は連結営業収益の１０％未満のため、記載を省略しております｡ 



 ２０ 

９．退職給付関係 

１． 採用している退職給付制度の概要 

    当社及び国内連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて     

おります。また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。なお、提出会社において退職給付信託を設定してお

ります。 

 

２．退職給付債務に関する事項 

 当連結会計年度 

平成１４年１２月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１３年１２月３１日現在 

 

① 退職給付債務 

② 年金資産 

③ 未積立退職給付債務（①＋②） 

④ 会計基準変更時差異の未処理額 

⑤ 未認識数理計算上の差異 

⑥ 未認識過去勤務債務 

⑦ 連結貸借対照表計上額純額（③＋④＋⑤＋⑥） 

⑧ 前払年金費用 

⑨ 退職給付引当金（⑦－⑧） 

百万円 

△８７,７３２ 

３３,３７８ 

△５４,３５４ 

４１,２３５ 

２１,６０５ 

△１３,５００ 

△５,０１４ 

４２ 

△５,０５７ 

百万円 

△８８,１７７ 

３４,０６１ 

△５４,１１６ 

４４,４２９ 

 ８,０２７ 

― 

 △１,６５９ 

 １,７６５ 

△３,４２４ 

（注）１ 厚生年金の代行部分を含めて記載しております。 

   ２ 一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

３．退職給付費用に関する事項 

 当連結会計年度 

平成１４年１２月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１３年１２月３１日現在 

 

①勤務費用（注１） 

②利息費用 

③期待運用収益 

④会計基準変更時差異の費用処理額 

⑤数理計算上の差異償却額 

⑥割増退職金 

⑦退職給付費用 

          百万円 

   ３,１８０ 

２,６２２ 

△１,４４６ 

３,１６５ 

 ７９９ 

５３２ 

８,８５３ 

 百万円 

     ３,６４０ 

    ３,０７２ 

  △１,８０２ 

     ３,１７２ 

     ― 

    ５７８ 

    8,６６１ 

 （注）１ 厚生年金基金に対する従業員拠出額を控除しております。 

    ２ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 

 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項              当連結会計年度           前連結会計年度 

 ①退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

 ②割引率 ２．５～３．０％ ３．０～３．５％ 

 ③期待運用収益率 ４．０～５．５％ ４．０～５．５％ 

 ④過去勤務債務の額の処理年数 提出会社は１０年 発生年度に一括償却 

 ⑤数理計算上の差異の処理年数 ５～１０年 ５～１０年 

 ⑥会計基準変更時差異の処理年数 提出会社、株式会社ツーリスト 提出会社、株式会社ツーリスト 

 サービスは１５年、その他の子 サービスは１５年、その他の子 

 会社は主として１年 会社は主として１年 



 ２１ 

１０．税効果会計関係 

 

当連結会計年度 

平成１４年１２月３１日現在 

前連結会計年度 

平成１３年１２月３１日現在 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                         百万円 

貸倒引当金損金算入限度超過額          ７６９ 

退職給付引当金損金算入限度超過額       １,６７０ 

賞与引当金損金算入限度超過額            ８８ 

減価償却費損金算入限度超過額           １９９ 

資産評価損                        ２０９ 

未実現利益                       ２８５ 

未払事業税                         ２４１ 

未払事業所税                        ３４ 

その他一時差異                      ２５８ 

繰延税金資産小計                  ３，７５６ 

評価性引当額                          △１，４５１ 

繰延税金負債との相殺                △９７８ 

繰延税金資産合計                   １，３２６ 

 

繰延税金負債 

有価証券評価差額金                 1,８６３ 

退職給付信託設定益                   ２０３ 

その他                             ２１ 

繰延税金負債小計                  ２，０８９ 

繰延税金資産との相殺                △９７８ 

繰延税金負債合計                   １，１１０ 

繰延税金資産純額                    ２１５ 

 

２．法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との 

差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実行税率                     ４２．０％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目    １３．５ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △２．１ 

住民税均等割等                       ５．８ 

過年度法人税等                     ２．２ 

繰越欠損金当期充当額               △３６．１ 

その他                                    ４．１ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率      ２９．４ 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産                         百万円 

貸倒引当金損金算入限度超過額          ３６６ 
退職給付引当金損金算入限度超過額         ９０ 

投資損失引当金損金算入限度超過額       2,０９４ 

繰越欠損金                        1,６００ 

その他                            ２３１ 

繰延税金資産小計                   ４,３８３ 

評価性引当額                          △４,１９２ 

延税金資産合計                    １９２ 

 

繰延税金負債 

退職給付信託                       ４０８ 

その他                            ２１ 

繰延税金負債合計                    ４２９ 

繰延税金負債純額                    ２３７ 

 

２．法定実行税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との 

差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実行税率                      ４２．１％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目    ３．１ 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △１．１ 

住民税均等割等                     ４．６ 

過年度法人税等                     ３．８ 

繰越欠損金当期充当額              △４．３ 

その他                                  △２．８ 

税効果会計適用後の法人税等の負担率     ４５．４ 

 

 



 ２２ 

１１．関連当事者との取引 

近畿日本鉄道株式会社との関係 

持株比率 ３３．０５％、筆頭株主（平成１４年１２月３１日現在で退職給付信託口を含む） 

同社は、鉄軌道事業、不動産業等の事業を営んでいる会社であります。 

 

当社との関係 
役 員   同社からの兼務役員として３名（取締役２名、非常勤監査役 1 名）就任しております。 

 
取 引   同社の乗車券を受託販売しているほか、同社所有の建物を本社ビルとして賃借しております。 
当社は、同社の関係会社として今後も密接な関係を維持していく考えであります。 

  


